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  会長 宮 下 一 郎 様 
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長 野 県 市 長 会 

  



 

 

 

日頃、地方自治の推進と地域の振興に格別の御高配を賜り、厚

く御礼申し上げます。 

さて、真の地方自治の確立を進める上で行財政運営等に多く

の課題が山積する中、長野県市長会では、４月 22日開催の第 158

回総会において各市から提案された別紙事項について、関係機

関へ提案・要望することを満場一致で決定いたしました。 

つきましては、これら提案・要望事項の実現に向け、特段の御

理解と御協力を賜りますようお願い申し上げます。 

なお、国に対する事項につきましては、北信越市長会総会にお

いて審議し、全国市長会議を通じ、国に要望することとなってお

りますので、御理解の上、御支援を賜りますよう併せてお願い申

し上げます。 
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１ 国勢調査における市区町村の負担軽減について 

 

 

 国勢調査及び各種の統計調査全般において、事務の簡略化、調査

方法の変更、調査員となる人員確保及び業務の民間事業者委託の一

律導入等による事務改善を行うとともに、必要な予算拡充により市

区町村の負担軽減を図ることを要望する。 
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２ 地域おこし協力隊員の活動に要する経費に対する財政措置

の対象期間の拡大について 

 

 

 「地域おこし協力隊」の財政措置の対象から除かれている育児等

に係る活動中断期間の経費は、復帰や定住など将来の隊員活動の継

続に必要な経費であることから、当該期間も特別交付税措置を講じ

られるよう対象期間を拡大することを要望する。 
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３ ｅＬ－ＱＲを活用した公金収納の適用範囲の拡充について 

 

 

 ｅＬ－ＱＲを活用した公金収納は、住民の利便性に加え、地方公

共団体及び金融機関の事務負担軽減が見込まれることから、相当量

の取扱件数がある介護保険料について、その事務を扱う広域連合や

一部事務組合を適用範囲として拡充することを要望する。 
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４ 寒冷地手当の支給地域見直しに係る要望について 

 

 

地方公務員の寒冷地手当の支給地域については、国家公務員に準

拠すべきとされている。しかしながら、国家公務員の寒冷地手当に

関する法律による支給地域選定の基となった気象庁データは、公表

時の留意事項として記載されているとおり、推定値であるが故に実

態にそぐわない部分が顕在化している。このため、当該データの使

用を見直すとともに、当該手当が寒冷地における生活費増嵩の補て

ん的性格を有するものであることに鑑み、支給地域の選定基準（寒

冷地の定義）を見直すことを要望する。 

  



国に対する提案・要望事項 

- 5 - 

 

 

５ 税制改正に伴う地方税収減収に対する財源措置及び情報提

供について 

 

 

令和７年度税制改正において、いわゆる「103 万円の壁」などが

見直されたことに伴い、自治体における令和８年度の税収が減収と

なることから、税収減に対する恒久的な財源措置を講じるとともに、

財源措置の具体的な制度について、速やかに情報提供することを要

望する。 
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６ 経営分離された並行在来線に係る新たな支援制度の創設等

について 

 

 

 ＪＲから経営分離された並行在来線について、運営する鉄道事業

者が引き受けた過大設備のスリム化に要する経費の支援制度を創

設するとともに、急速に老朽化が進む鉄道施設の修繕費に対する新

たな補助制度の創設及び地方財政措置を講じることを要望する。 
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７ 公立義務教育諸学校の加配教職員配置基準の拡充について 

 

 

 現行の学級編制基準では通常の学級が 35 人以下で算定されてい

るが、特別支援学級在籍者と合わせて 35 人を超えてしまう場合に、

児童生徒へのきめ細かな支援のため、国においては加配措置が可能

となる定数改善を行うことを要望する。 
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８ 特別支援学級の学級編制基準の見直しについて 

 

 

 児童生徒の障がいや発達段階に応じた丁寧な指導や保護者支援

を行うため、国として特別支援学級の学級編制標準の上限を１学級

６人に引き下げることを要望する。 
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９ 中学校部活動の地域展開における夜間照明施設整備の負担

軽減について 

 

 

 中学校部活動の地域展開を進めていくに当たり、地域クラブの活

動場所の確保が重要な課題の一つとして挙げられている。今後、地

域クラブ活動の場所の確保・整備を積極的に推進していくためには、

学校グラウンドの夜間活用が有効な手段となることから、夜間照明

の整備に対する財源措置を講じることを要望する。 
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10 子ども・子育て支援交付金における地域子育て支援拠点事

業の基準額・補助率の引き上げについて 

 

 

 各自治体における子育て支援施設の安定的な運営及び充実のた

め、国の子ども・子育て支援交付金の対象事業メニューである地域

子育て支援拠点事業の交付金基準額・補助率を引き上げることを要

望する。 
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11 生活保護制度における基準生活費の夏季加算の導入につい

て 

 

 

 生活保護制度における基準生活費に対して、受給者の最低限の生

活を保証し、夏季の高温による健康被害を防ぐために、夏季加算を

導入することを要望する。 
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12 条件不利地における高齢者福祉施設に対する支援の拡充に

ついて 

 

 

 社会福祉法人の参入の無い条件不利地（豪雪寒冷・過疎）におけ

る介護老人福祉施設の運営については、公的機関がその役割を担っ

ているが、経営面において限界になりつつあるため、特別な支援策

を講じることを要望する。 
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13 加齢性難聴者の補聴器購入に対する公的補助制度の創設に

ついて 

 

 

 加齢性難聴者が生活の質を落とさず、心身ともに健やかに過ごす

ことにより、健康寿命の延伸を図るため、補聴器購入に対する公的

補助制度を創設することを要望する。 
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14 行政処分等に伴う自立支援給付費等負担金の返還に係る制

度の見直しについて 

 

 

 徴収困難となった自立支援給付費等について、市町村にのみ財政

負担を強いる現在の制度を見直し、やむを得ない事情があると認め

る場合には、国庫及び県費負担金の返還を求めないなど、市町村の

負担を軽減する仕組みを早急に構築することを要望する。 
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15 国の循環型社会形成推進交付金による市町村への財政支援

について 

 

 

 循環型社会形成推進交付金について、実施年度において実施計画

に見合った所要額が確実に満額交付されることを要望する。また、

整備に関する用地費、管理棟を含む必要な全ての建屋部分の整備費

及び解体撤去工事費、し尿処理施設の移転更新における旧施設の解

体撤去工事費、更に、整備の促進に必要な新たなまちづくりの推進

や住民理解を得るための周辺環境整備に要する費用についても、新

たに交付対象とすることを要望する。加えて、プラスチック使用製

品廃棄物の分別収集と再商品化のための施設整備等に対する交付

金交付率を拡大することを要望する。 
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16 共生型生活介護サービス費報酬の見直しについて 

 

 

 指定障がい福祉サービスの共生型生活介護の事業を行う者が、重

度障がい者を受け入れた場合において、支援の程度相応の報酬が得

られるように、報酬算定基準を見直すことを要望する。 
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17 産業用地整備促進税制の早期創設について 

 

 

 産業用地に対するニーズが高まる中で、用地整備を迅速化するた

め、自治体による用地整備と同様に、自治体と連携した民間事業者

による用地整備においても、地権者が土地を譲渡した際の売却益の

一部について所得控除を設ける産業用地整備促進税制を早期に創

設することを要望する。 
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18 国土調査結果反映の迅速化について 

 

 

 国土調査の実施結果が法務局の登記簿及び公図に反映されるま

でに時間を要している。早期に調査結果を市民生活に活かすととも

に、適正な固定資産税等の課税に反映させる必要があることから、

法務局等の各関係機関で要する処理期間の短縮化を図ることを要

望する。 
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19 消防等の公用車両に係るＮＨＫ受信料の免除について 

 

 

 ＮＨＫ受信料の免除対象については現行の放送法並びに日本放

送協会受信料免除基準において、主に社会福祉施設、学校、公的扶

助受給者、障がい者世帯などに限定されているが、消防等の緊急・

災害出動を主目的とする公用車両についても対象とすることを要

望する。 
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20 上下水道施設の老朽化対策や地震対策に対する支援の拡充

について 

 

 

 上下水道の管路の更新・耐震化に係る国の補助制度は、基幹管路

が中心となっており、各家庭での水道水の利用において必要な末端

の配水支管（配水本管から分岐し各家庭へ供給する管）及び汚水管

（口径 300 ㎜未満の管）の更新・耐震化事業については、そのほと

んどが補助対象外となっていることから、末端の配水支管、汚水管

についても、重要給水施設への接続だけではなく、各家庭への管路

においても補助対象となるよう、制度の拡充と補助採択要件の緩和

を図ることを要望する。 

 

 

 


